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本報告は、地方圏から大都市圏への人口流出を緩和する、いわゆる「人口ダム機能」の

評価方法を、現象の定義と公的データの制約という観点から再検討し、北海道（主に札幌

市）における実態を示すことを目的とする。「人口ダム機能」は、地方小都市→地方中核

都市→東京圏という段階的移動を背景に地方創生で重視され、近年は「循環・定着」へと

含意が拡張している。なお、この比喩表現は定住自立圏構想（2008年）の検討過程で言及

され、その後に地方創生の総合戦略へ接続していった経緯がうかがえる。  

既往研究では、周辺自治体から見た地域別転出超過（拠点都市＞東京圏）によりダム機

能を評価する方法、拠点都市の地域別転入超過の大小やパターンで強弱をみる方法、年齢

構造を調整した転入・転出の変化から強弱をみる方法など、多様な評価指標が用いられて

きた。その一方で、地方創生の重点的な取組の一つでありながら、統一的な分析枠組みの

不在により、政策効果の実証に支障をきたしてきたことも意味している。また従来指標で

は、人口移動のライフコース、地域ごとの人口分布変動、長期時系列比較の視点が十分で

ない課題も残されている。したがって、「人口ダム機能」の評価方法の検討は、地域人口

学の知見を積極的に活用すべき研究命題と位置づけられる。 

こうした背景を踏まえ、コーホート別の人口分布変動（コーホート・シェア）に着目し

た新指標「増加シェア残留比」を作成した。札幌市のような政令指定都市・県庁所在地で

は、若年期に進学や就職を理由とした転入超過が生じることで人口（シェア）が増加し、

その後に Uターンや住宅事情等に伴う転出超過で一部が減少するというパターンがみられ

る。このパターンにおける若年期（10–14歳→20–24歳）に生じたシェア増加が、進学・

就職を理由とする人口移動がある程度鎮静化する 35～39歳時点でどの程度残留している

かを比で表したものが「増加シェア残留比」である。値が正であればダム機能があると判

断し、その値の変化から機能の強弱変化を把握できる。これは国勢調査データを用いたも

のであり、市区町村スケールでの中長期時系列分析を可能としている。 

札幌市の増加シェア残留比は、男性が女性を上回りつつも長期的に低下しており、特に

1976～80年コーホートから 1981～85年コーホートにかけて大きく弱まっていた。しかし

値は常に正であり、札幌には依然としてダム機能が認められると結論づけられた。一方、

比較対象とした福岡市では、新しいコーホートほど増加シェア残留比が上昇しており、拠

点都市間で人口ダム機能の変動が異なることも示された。  

本指標は純移動ベースで転入・転出の内訳や発着地を直接示さず、若年層が転出超過と

なる地域では適用が困難になるという限界がある。また、札幌市の人口ダム機能の評価を

以て北海道の人口ダム機能を評価する方法は、経済・人口の一極集中状況を鑑みて一定の

合理性はあるものの、その妥当性に議論の余地が残されている。これらの課題の解決や議

論の進展が、今後の課題となる。 


